
〇系統用蓄電池が建築物、第一種特定工作物に該当する場合

建築物、第一種特定工作物に該当する蓄電池

都市計画法の開発許可が必要な事業か

都市計画法の区画形質の変更に該当し、開発区域

の面積が1,000㎡以上か

建築物に該当し、延べ床面積が500㎡以上又は敷

地面積が1,000㎡以上か

協議の必要な事業ではない

〇系統用蓄電池が建築物、第一種特定工作物に該当しない場合

建築物、第一種特定工作物に該当しない蓄電池

事業区域の面積が1,000㎡以上であり、宅地造成

及び特定盛土等規制法における宅地造成等工事規

制区域の土地の形質の変更に該当するか

三木市環境保全条例

による協議が必要

協議の必要な事業ではない

三木市環境保全条例

及び三木市開発指導

要綱による協議が必

要

三木市建築行為等指

導要綱による協議が

必要

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい


